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日本的経営の組織論理

数 家 鉄 治

I は じ め に

われわれは日本的経営を組織論的に解明することを意図しており，組織の環

境適応をオープン .v;:;r.，テム論に立脚して論じているU。さらに組織システム

を組織連関的にとらえることによって，下請行，系列企業のシステム連関を，

組織と市場の論理とを関連させて考察する。そして組織と市場の相互浸透，及

びその巧みなゆるやかな結合に注目している。

日本的経営を支える論理は生活者の論理，組織の論理や経済の論理と多次元

にかかわっている。そこでわれわれは，組織に価値を注入して つの共有され

た価値や組織文化をもたらす共有パラダイムを軸として，日本的経笛の有機的

な進化論的 fロセスを論じたし、。

すでにパ ナ ドは組織論的な概念的枠組みとしてすぐれた基盤を与えてい

るのでベこの視点から日本的経営を比較分析しうる動的な状況的なものとし

て把握していこう。

従来の日本的経営論は組織内部の特性に限定されがちで. しかも市場の価格

メカニスムがどのような組織連関をもたらすかを包括的に考察するものではな

かった。われわれは多次元的な視点で考察していくので，その統合的・全体的

な視点を強調するものであ芯。ハーナード，ベッファ ，ウィリアムソンやワ

ァイグなどの所説が理論構築の礎石となるが，組織を一体化させる組織文化に

注目するので，イエ(家)の論理を軽視するのではない。

1) 数家供柏『経営の組織理論』白桃書房， 19問。
2) C. 1バーナード〈山本安次郎 I 凹杉蹄飯野春樹訳)r経営者の役割』ダイヤモンド社， 1966伽
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さらに日本的経営を産業組織論との関連で考察していくので，経営の多角化
拾

や経済のソフト化・+ーピス経済化の動向に注目している。それが日本的経営

を組織システム一環境のシェーマで具体的に展開しうるからであるヘ

また下請け企業のステレオ・タイプ型の把握から脱却して，社会的分業生産

tステムとしての新たな下請け組織連関や，組織進化フロセスとしての組織の

新たな環境適比、に注目して考察してし、る。この組織連関が日本的経蛍の経営資

源の蓄積に貢献し亡きたのである。

11 組織論的枠組み

われわれはノ、ー十一ドの概念的枠組みを生かLて日本的経営を論じるが，オ

ープ γ ・システムとしての組織システムの理論では，組織と市場の相互浸透に

注目している。いわば中間組織での組織連関のもとで市場の価格メカニズムを

機能させながら，市場の競争性と組織の協働生との巧みな適合をもたらしてい

る。また日本の企業集団においても競争的寡占体制のもとで国際競争力を強化

しているのであって，アメリカ的な協調的寡占体制ではない。それゆえ組織問

調係は市場の論理との適合を求めるのであって，それが新しい産業組織への組

織の環境適応として多角化戦略を促進し，経営の多角化を支える下請け企業や

中小企業とのゆるやかな結合の組織連関をもたら Lている。この中小零細企業

のもつ中間技術は些細!な技術・ノウハウであっても，経験・学習効果をつうじ

て品質の向上やコスト・ダウンに役立っている。 ζ のように日本的経営を支え

岳基盤や， 日本的経営の組織連関的特色にスポットをあてていこう。

日本的経営の有機的対応はワァイクのいう目然淘汰モデルに近いも〉。 この進

化論的プロセプ、・モデルでは，日本的経営慣行ば，変化創造過程で新しい環境

が主観的にっくりだされて，自然j旬汰的な変異をもたらす。こ ζでは変化創造

による非秩序の発生とその選tR的な保持による秩序の回復に，組織生存能力が

3) N ル マン(土方昭監訳) ~システム理論のパラダイム転換」御茶の水書房.， 1983， 3~15買。
4) Wcick， K. E.， The Social Psychology 01 Org酬はing，2ed> Addison-Wesley， 1979 
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依存している。この同者のノミランスのもとに，組織は環境適応していく自己変

革能力をもっ。日本的経営ば組織内部の多変化性・無秩序性を許容して同調過

剰をふせいでいる。このバリエーションの存在を過度に抑庄すると，組織の適

応能力をなくしてしまう。この環境創造をつうじて生み出された行為を，人々

は様々な連結行動をつうじて，分類し解釈して選択する。そして解釈し選択し

たものを，連結行動のなかに保存，記憶される過程が保持過程であって，一つ

の慣行を形成する。ワァイクのいう組織化は，組織内の様々な連結行動のなか

でのパロェーションの発生，選択，保持の継時的・同時並行的な進化論的プロ

セスである"。 また戦略的な転換は合理的な事前分析よりも実験的・試行錯誤

白均なプロセスである。

日本的経営慣行もワァイグのL、う進化論的プロセスをへて刊 現在の日本的

経営が確立してきたのである。組織現象は静的な状態でほな〈で継続的な組織

化のプロセスであるから，新たな変化創造過程をへていく。そのたえまない変

化創造過程一淘汰過程一保持過程をへて，有機的な進化論的プ戸セスの対応を

してきたのが日本的経営の環境適応の特色である。

われわれは日本的経営をこのような組織化の論理に段目して， 日本の社会的

文化に適合した組織化の方法を一定限界内の収数説にもとついて論じている。

人間の集団に乗っかつて互助的・連帯的な協業的関係の結合が，産業化社会で

の日本的な組織化の方法を適合的なものにしている。

組織社会において日本的集団主義は，個々の文化の相対性を認める文化相対

主義と産業化の論理とを結びつけて，組織化のためのノウハウや経営資源の蓄

積に貢献してきたのである。アメリカ的経営の個人主義は，個人の能力主義に

もとづく分業的職務体系に適合し ζ，さらにメンパーの部分的関与7 契約的結

合をもたらして経済の論理を優先的に貫徹させている。日本的経営では組織化

の論理を優先させているので，経済の論理と組織の論理が一体化して求められ

5) 加護野忠男「丈fc進化のプロヒス モデルと組織理論J ，組静，!~学Jl Vol. 17， No. 3， 1983， 2 

15頁。

6) 白部都葺「日本I['庭園町進化論的本質J'国民権首雑誌J1145巻 3号， 1982。
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ている。

日本的経営は自己完結的なクロズド・システムではないから，社会的文化・

歴史・環境などの風土と経蛍主体とが結合したものである。われわれは組織シ

ステムの理論に立脚して日本的経営を解明しているが，その普遍的要因が特殊

日本的に表出している側面に注目している"。 すなわち特殊主義的に短小化す

ることなく，日本的経営の機能的等面性(有効多様性)に注目しているヘ特

殊性の中に普遍性があることをバーナート理論の抽象性の高い一般理論を利用

して，具体的な協働体系レベノレにおいて展開 L，そして最近の文献に立脚して，

理解しようとしている。すなわち共同体的機能集団としての日本的経営は，組

織システムに濃厚に影響を与えるイ円ムヲ的要素などの諸要因の重要性を認

識して，理論的な枠組みを提示さわしるべきものである。

ところで， 日本社会に見られる厳しい階位や，家元制度に見られる階層制は，

近代的な株式会社とは無縁のものである。反対に企業では意識的・意図的に上

下聞の格差をな〈し，組織の一体化感を高めることが労働モラルの高揚をもた

らしたのである。日本人論や日本の社会的文化論を強調する人々は，結果とし

ての〔アウトプットとしての〕 日本的集団主義の重要性を見落している"ロ人

的経営資源の蓄積に失敗している企業はきわめて多いのであって，日本の企業

のほぼ大多数が高い業績をあげているのではなくて，媒介変数としての経営の

役割を軽視してはならない。

日本的経営は日本社会に見られる階位・階層を，師匠ー弟子の教育システム

に転化し，学習効果・経験効果を注視して，しかも身分制をとり払う努力業績

主義を重視してきたのである。また年功序列制と終身雇用制とが相乗しτ，は

じめて企業の教育シλ テム，人材開発の投資システムを長期持続的に行なうこ

とを可能にしたのである。

日本の企業は組織の社会的威信とか肩書とかの無形の財産を組織メンパーに

の 数事鉄泊「日本的経書と組織理論J.大限商業大学論集Jl62号， 1981。
8) Cole， R. E.， Work， Mobility， and Participation， University of Ca!ifornia Press， 1979 
9) 浜口恵俊公文俊平絹 r日本的集回主義』有斐閣J 19820 
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与えることによって動機づけ工おり，賃金も経済的報酬にとどまらずに， つ

の人を処遇する方法である。いわば組織の論理に〈み込まれたメンバーは，組

織との一体化によって，自己の社会的地位を確立する。どの組織に所属するか

によって人々の社会的地位を左右するので，所属組織の威信の向上のために一

層に貢献意欲を高めるのである。反対に社会的威信の低い組織に所属している

組織メンバーは，所属組織を嫌悪Lたり無関心になったりして，組織への貢献

意欲を低めているケースが見られる。その意味で日本的経営は主体的努力をす

る 流企業の論理である。

もう一つの日本的経営の特色は，模倣の経営である。それは単にすべてを模

倣するのではなくして，自己の枠組みの中にそのノウハウをちがった形で同じ

ような機能するコツを修得したやり方であるo 特許にふれない技術情報にして

もしかりであって，単なる模倣に終わらない創意工大をこらした模倣であって，

改良型発明に導び〈。外国の経営のノウハウを導入する場合も，自己の枠内で

こなしきれる形に工夫して，経験曲線効果をつうじて，結果的に機能的等何性

をもたら Lている。いわば「年む舎しみ!よりも「育てる苦しみ」に価値をお

いて，改良技術による商品化を重視している。さらに製造工程の革新のすぐれ

た特性と相乗して，組織を活性化している。

III 価値の共有と組織文化

日本的経営において潜在的なものを無視してはならない。意識されないが白

木的経営の行動を支えているものや，客体化できないが無視できない組織風

土・組織文化にスポットをあてる必要がある。クロジェはフランスの意識され

ない構造について構造主義的な検討をなして，特殊フランス的あるいは非アン

グロ・サクソン的な全体論的立場から組織文化と社会的文化との関連を研究し

ている'"。

組織シλ テムの一体化や組織連関を考察していくにあたって，パ ナ ドは

10) Crozier， M.， The Bureaucratic PhenomeηQn， The University of Chicago P.ress， 1964 
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すでに価値の共有を強調してい止。共通の認知・行動様式を与える共通言語・

共有パラダイムをもたらすのが管理者の役割である。すなわち組織に共通の価

イ直観を形成して制度を正当化し，指導していくことである。それは経済人モデ

ノレからはなれて，社会的行為者としての人聞をベ スにして，パラ γスのとれ

た組織理論を展開している。組織文化や共有の価値観は，その後の新しい組織

理論の流れにあるワァイク，ベヅプァ _11).ミ γッバ グ，2>にも見られるが，

組織の環境適応力はこれと進化フロセスとの対立と統合を見ることが大切であ

るQ ワァイクは新しレ文化に感化 Lていくプロセスを「ルースな結合システ

ムJ'ω として， 決定と実行のゆるやかな関係を論じている。すなわち価値の共

有や共通言語の形成には，意識的・意図的努力ともに時間がかかることである。

日本的経営はメ γ バーの相互作用プロセスをつうじて幅のある解釈をな Lて，

価値の共有や共有パラダイムというソフトな指標を重視して，有機的組織の特

色を表わす組織の一体化を計っている。共同体的機能集団はその表出であって，

イェの論理はそのアナロジーである。オオウチ山やパスカルz ユイソス10'はそ

の側面に注目したのであって，これは多次的な価値の組織浸透というよりも，

意識的・意図的な戦略的な摂取をつうじて，一つの組織文化として形成された

のである。文化人類学や日本人論には，この媒介変数の重みを忘れて，優良会

社の 元的価値の協同団体主義イデオロギーを軽視している。

われわれが一定限界内の収紋説を主張しているのは，この企業コミュニティ

形成の一元的価値観の特殊性に注目するからである。すなわち，全人格的な接

触をつうじて，情熱と目的意識を高めて，ノウハウ・技術を開発する活発な創

造活動する交流の場である。

日本的経営の共有パラダイムや組織文化は， 日本的な思考様式や行動様式の

ll) Pfeffer. 1.， Organiz叫附1$ and Organization Thιory， Pitman， 1982. 
12) 恥1intbcrg，日，Power iη and around Organi2ations， Prentice-Hall， 1983 
13) Weick， K. E.， "Educational organizations as loosely coupled systems "， Administrative 

Science Quarterly， Vol. 21， Nu. 1， 1976 
14) W.G オオウチ(徳山三郎訳) rセオリ Z.!l CBS・ソニー， 19810 

ユ5) R. T パスカル， A.G.ェイソスt開田祐介訳)1ジャパユーズ マネシメント』講談社， 1981。
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影響を大きく受けている。日本人の心理特性・行動特性は組織文化に濃〈投映

しており，一つの日本的経営の編成のしくみになっている。そこで日本的経営

の理論的枠組みの特殊性よりも，組織文化の特色を抽出する必要がある。

この組織文化の研究は組織理論において十分になされていないので，共有言

語や共有パラダイムの問題と関連させて考察し℃いきたい。少なくとも日本的

経営掛究においてスポットをあてなければならぬのは，家イデオロギーであゐ。

バーナードは組織道徳や組織準則あるいは共有目的・共通目的の問題として

組織の 体性をなす組織文化を考察している。ベヅファ はさらに種々の濃密

な相互依存的な要素の組合せから成るゲシ斗タノレト特性を生み出す過程ととも

に，学習や認知制約によってゲシュタノレト特性の変革も左右きれる過程も論に

ている l6)d 

日本的経営制度と組織文化の相互浸透が，安定した行動の構造を組織に与え

ることによって，組織に課せ bれた負担を軽減している。優良企業は意識的に

他の組織とは明確に区分できる独自の組織文化を確立Lている。しかしそれも，

自律的単位としてあえて制度の拘束を受容することによって，制度に内在する

機能を積極的に活用しているので17)典型的な日本的経営を確立している。

日本的経営の組織文化は，イユ制度の編成原理を組み入れた集団志向住を意

識的に確立している。すなわち消費の単位であるとともに協働体であるイエは F

資本主義の発達によって消費の単位の側面が分離されていくが，このことはた

だちにイエの解体を着、床しない。 H本的経営は労働市場の内部組織化である終

身雇用によって，労働移動を困難にするのみなら r，組織所属の場による分配

格差によって，大企業になればなるほどイ ι の論理の復活が見られる。それは

消費の単位の欠落した協働体としてのイエであヮて，機関所有としてのイヱで

ある。組織所属主義は中核メ γパー(嫡系〉と周辺メンパー(傍流)による格

斧・階層をもた bすとともに，一時的なメンパーである非家族メンバー(パー

16) Pfeffer， J.， Power叩 Organizatio町.Pitman， 19B1 
17) 凹中政先「組織における告町吏的機能の考察J ~組織科学J Vol. 17， No. 2， 1983， 61-68J'l:。
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ト，アノレパイト〕を経営成果の符有から除外している出。これは家のアナロジ

ーが組織文化に濃厚に浸透するとともに，その組織文化が反対に組織の論理に

日本的な機能的等価性をもたらして，高生産性をあげる一つの基盤になってい

る。このことが経営が家計と分離して，家父長制としての家は解体し消滅して

い〈はずにもかかわらず，家政をこえる自立化した経営体に，家アナロジーを

強化して，競争に打ち勝つ利益共同体としての機能的等価性を高めるのであるc

組織メンハ に運命共同体的な志向性をもたらすのに，イェ・イデオロギーは

共同体的機能集団でも大きな役割を果してきたのであるm。いな共同体的機能

集団であるがゆえに，イェ・イデオ μ ギーなくして機能集団とし亡機能をなし

えなかったのである。資本の論理によってほぼ動かされてレる目的合理的な機

能集団とはちがって，イ r 的な組織結合の論理をもつのが日本的経営である。

日本的経営は共同体的機能集団としてのメ γ パーの全人格的な一体化結合に

よって，生産性ク高める機能的等何性を保ってきたが，それは意識的なイェの

論理の経営理念・組織文化への価値浸透に負うところが犬である。われわれは

イェの論理が機能的等価性をもって生産性を高めるがゆえに，産業化のみに頼

る収紋説には限界があるので，一定版界内の収数説を理論的ベースにしてきた

のである。

かくて日本的経営は，組織メンパーを一体化していく接着剤として， うち意

識やイエの論理に求めているが，企業内同質性を形成しえない企業も多いので

ある。経営成果分有の形態をとらない企業では，イエ・うち恵識も生じないし，

福祉厚生制度や祭的な共通の行事のないところでは，企業への帰属意識も稀薄

である日jo 共同体的志向性をもたないがゆえに，一体的な結合をなしえない，

いわばよそ者意識が芽え-c.，遠心力の働く帰属のし方をするのである。これは

単に周辺メンバーのみならずに組織の中核メンパーにもあてはまる。

それゆえ， 日本企業自体の経営が「日本的経営」と言われるものではない。

18) 安藤喜久雄・石川晃弘「日本的経営の転機』有斐悶， 1980， 37-38頁。

19) 三戸公「日本的経営論序説〈下)J ~立教経済宅学研究j36巻 4 号， 19830 

20) 藤藷三男「日本企業四もコ長期的思考と柔軟位J ~三田商学研究』お巻 6号J 19830 
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中小企業においては「うち意識」のないきわめて労働移動の激しい企業も数多

く存在するL-，労働を再生可能な人的資源とみるよりも使い捨ての生産要素と

みなす企業も多い。たまたま経営環境にめくまれたり，模倣の経営によって成

功してきた企業も数多い。しかし日本を代表する優良企業では，各種の行事や

シンボリッグな相互作用によって，さらに意識的・意図的な主体的努力によっ

て日本的経営を形成してきたのであるc いわば日本企業の代表である大企業の

経営様式が J 日本的経蛍として外国か bも注目されていて，純粋型とし℃り狭

義の日本的経営は対象からはずされている'"。家ではなく ζ，価値の共有をも

たらすイエ・アナロジーを確立した経営力を評価せねばな bぬのである。

組織メンパーに価値の共有によるうち意識を形成しえない企業は，組織変革

や経営戦略を柔軟に実施しえないし，イェ社会なくして長期的戦略を打ちたて

にくいのである。イェ意識，共同体的機能集団の形成こそ，柔軟な環境適応や

長期的思考をもたらす基盤である。

日本人の心理特性として努力好き，向上心があり，先憂後楽型の忍耐・禁

欲・感情的共感の特性をもち，しかも組織問の競争がきびしい競争社会である。

そのために組織内部に創造的緊張が生じるとともに，部分的には過度に拡張し

た戦略がとられている。しかし人間主義的志向性をもち，労働は再訓練可能な

人的資源であって使い捨ての生産要素ではないという認識である。欧米の企業

では，雇用関係は契約された職務を中心として成り立っていて， コミュニケー

ションも全人格的ネットワークではないので，フォーマノレ・コミュニケーシ s

yに限定されている。

日本的経営の真髄は，下からの自発的な協働をもた bしうる労働モラノレが組

織文化に組み込まれる組織の雰囲気があって，それを意識的・意図的に組織化

していくりでZベ組織文化や仲間集団の集団規範がメンバ一 人ひとりに自発

的な連帯感や責任感を自生させるのである。

21) 植村省三『組織の理論と口本的経営』文真堂， 1982。
22) 渡瀬浩『権力統制と合意形成』同文舘， 1981， 291~299買。これは合意生成というよりも合意獲

得である。
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IV 組織システムと組織連関

従来の日本的経営論は，外部環境としての産業組織の変化を内生変激化して

こなかった。それがために通信・情報系の技術の進歩や電子化の進展によって，

産業組織も大きく変わりつつあることを軽視してきたのである。

今や日本的経営はこの事実を無視して，組織の環境適応は不可能であって，

トータルな組織問調整システムのもとで考察する必要がある。と〈に組織連関

のもとで下請け企業の組織間パワー関係や企業集団の組織ネットワークを考察

してこそ， 日本的経営の特色が把握しうるのである。また社会文化的，意思伝

達的，機能的なシ凡テム統合は，それらの共有の度合によって，組織間システ

ムの相互作用的特徴の上に形成されるのである。社会的分業にもとつ〈ノレース

な関連による下請け企業もふえてきたが，やはわタイトな権限をもっ組織間構

造こそ，今までの下請け企業の系列の組織連関的な特色と言えるn

われわれは組織問システムの各構成主体が組織と市場の相互浸透及び代替的

関係をつうじて， どのように相互作用し，協働・協調関係から競争・対立・権

力関係に変化し，あるいはその逆の関係に入ることを包括的に理解するための

分析枠を必要としている。組織問領域では組織と市場の両側面が併存して， と

もに組織の自律性を放棄することなく相互依存している。そのための共同決定

ノレーノレの生成，運用，評価，修正である組織問調整過程が意図的・計画的に形

成され，それが重要な管理過程になってし必。

そこには自発型，委任型，権力←依存型の組織間関係があるが，その組織連

関の基盤が異なると，その調整メカニズムも異なってくる。下請け組織連関も

複数組織聞の意図的・計画的な調整過程であるが，権)J 依存型が大多数であ

っても，アローのいう「プリンシハノレとエージント」の委任型の萌芽をも見ら

れる山。さらに下請け企業の技術開発力や独自の市場の開拓などによって自発

型の萌芽が見られることに注目したい。すなわちタイトな権限構造をもっ下請

23) K. Jアロー rAgency and The Marketj 11大阪商某大字国際セミブ←~ 1抽 3年9月15日。
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け組織間構造から，情報・技術のえ有による自発協働的な組織連関へである。

このシステム関連は，大企業の製品の内製化よりも技術的，経済的にも優れた

結合関係で，しかも長期持続的な組織間関係をもたらす価値の共有をともなっ

た組織連関である。

このように日本的経営は単独のものでなく，組織連関的なゆるやかな結合に

よって産業組織の変化にすばやく対応してきたのである。経営の多角化にして

も，外注依存ヲ下請け企業なくして，多角化戦略を急速に推進できないのであ

る。システム連闘のネットワークに重なりあって産業組織が形成されてこそ，

日本的経営の強みが発揮されるのである。新産業革命あるいは最先端技術産業

。時代をリードしていく企業は，内製化にとらわれる ζ となし乙の組織連闘

を利用して，組織の論理と市場の論理を適合させているのである。

一般に，参入・退出が極端に臼由な市場とはちがって，中間組織の組織連関

は，参入・退出をある程度に制限している。そこには継続的・適応的な意思決

定や事前的調整を行ない，組織連関内での特殊的情報コ -Fが情報コストをひ

き下げている。その社会的交換プロセスで特定の組織が力を発揮し，それが一

つの権混として受容されるに及んで組織連関内での地位の分化がおこる。その

ことが正当化きれるに及んで，企業集団などの安定した組織連関が形成され

る'"。

下請け組織連関においても，市場の経済的交換では取引に際して双方の意思

決定者のもつ情報が片よっていたり，合理的な取引を意図しながらも必要な情

報が制濃されたりするときには，市場における取引にはあまりにも駆け引きの

要素が強くなり，取引の安定性をそこなって，取ヲlコストをかえって増大させ

るお〉。そこでゆるやかな結合の下請け組織連関が，組織と市場の相互浸透のも

とにメリットを発揮している。

市場の論理と組織の論理を巧みに適合させながら， 日本企業は分業と協業，

24) 今井賢一「内部組織の経済学 1J r桂済セミナ .Il 1977年 5月号。
25) O. E ウィリアムソン(浅沼高里・岩崎晃訳) r市場と企業組じ織』日本評論甘， 19800 
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競争と協働とを環境諸条件に適合するために，中間組織を媒介として組織化と

市場化を行なってきた。これがさらに日本企業を組織連関させて，高生産性を

あげてきたのであって，その複眼的な視点こそ日本的経営の強みである。

国際競争力の基盤をなす改良型技術開発の優位性も， 日本の産業組織独自の

重層的な下請け連関の生産システムに深くかかわっている。この技術開発は小

開発の積み重ねであり，社会的分業システムをつうじて大，中小企業がそれぞ

れ自己の得意の領域で草新機能を発揮して，技術進歩の担い手になってきた。

このような下請什分業ネットワークの高度の発展，中小企業の質の高さがヲ国

際競争力の強化に大きく頁献しているのである加。すなわち日本的経蛍の強み

は，この組織連関に支えられて，その組織システムが効呆的に機能しているの

である。

社会的分業、ンステムに乗っかるゆるやかな結合の組織連関は，多様性・異質

性を確保しながらの小さな環境変化に敏感に適応Lうるもので，種々の学習効

果をつうじて新しい産業組織にも適合的なシステムである。円本的経営はこの

ゆるやかな結合と分離をつうじて，社会的分業システムを生々 Lたものにして

きたのである。この種々の組織連関のパターンが画一的でないところに， 日本

的経営の機能的等価性をもたらしてきたm 。これがまた企業の多角化戦略を急

速に可能にして雪たL-，高度先端技術産業分野への進出を可能にしているc 内

製化を主変数としてきたアメリカ企業には，企業の買収以外には新規事業を即

戦力化していくことがかなり因躍である。組織問結合にすぐれた日本企業は，

自由自在の複合型のゆるやかな連結のパターンを確立してきたのである。系列，

下請けの中間組織のゆるやかな組織連関は，まさに日本的経営そのものである。

日本企業の環境適応力はこのような組織連闘の上に強化されているのであっ

て，組織と市場の相主浸透する中間組織の存伝が，一層の新製品開発戦略を促

進してL、る。

26) 今井賢一『日本の産業社会』筑淳書房， 19830 

27) 加護野忠男・野中部次郎・榊京清則・奥村昭博『日米企業の経営比較』日本経済新聞社， 1983。
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日本的経営はこのような中旬組織の存在な〈して国際競争力を強化していく

ことは不可能であって， 日本企業の強みはその組織連関の巧みな濃淡のある結

合である。この弾力性のあるゆるやかな結合とそ，組織と市場の長所をとりこ

む連関であるロしかも競争と協働をともに促進していける，ゆるやかな結合を

組織の論理にのっけて市場の論理を考察していけるのである。

次に日本企業の組織システムの戦略的な環境適応を，進化論的フ@ロセZ ・モ

デノレに立脚して論じていこう。

日本企業は習熟，工程改善などの経験を蓄積して経験効果を発揮Lて，実験

的な性格をおびた戦略的な環境適応を行なってきた。さらに人的経首資源に注

目して，合理性と情緒性士同時に配慮するような組織・戦略を採用している。

自己生成的ン月テムは環境適応するために自らの共有〈ラダイム，行動様式を

主体的に変革しうるが，その原動力は人的経営資源である。そのために人間集

団の人聞くさい生理・心理を生かす自律性を持ち，ゆるやかに結合されて，集

団単位の動機づけと集岡単位聞の柔軟な相互作用が促進されている。さらにコ

γ トローノレはゆるやかに統制されて，人事システムや価値・情報の共有をつう

じて弾力的に行なわれている。また非論理的な偶然・ものの弾みを取りこんで，

偶然と必然の相互補完性を意識的に組織のなかにシステム的に組み込んで，経

験主義的で試行錯誤を許容する組織の共有価値・組織文化を形成している2へ
このような経験効果，学習効果をへて，知識や行動様式を組織的に選別・蓄

積 Lていくのである。日本企業ではそれが個人の学習に終わることなくシステ

ム化してい〈ために，人事・教育システム，小集団活動などによる人々の相互

作用プロセスをつうじて共有の組織的学習システム仰に連結している。とくに

日本的な全人格的コミュニケーションをつうじて心情報処理システムが，一定

の方向性をもって偶然の情報を取り込んで，幅と深さのある情報処理を人的経

営資源主軸にして行なわれている。

28) 野中郁次郎「変わる企業戦略⑤Jr日本経世新聞l，1983年12月7目。
29) Argyris， C. and Schon， D， A.，口rganizationalLearning， Addison-We~l t:y，ユ978
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日本的経営の有機的組織形態は，生体シ旦テムとしての進化論的プロセスを

もつ構造生成的システムである。その軸としての人事・教育システムは経験効

果・学習効果をつうじて増幅されるが，自己組織化のための人事異動や QC運

動は，組織メンパー聞の相互作用を活発にして，部門内，部門間の多様な情報

を還流させて，自己組織系システムの組織進歩のダイナミズムを柔構造的に発

揮古せている。この組織進歩・組減進化は主体的かっ創造的なもの tあって，

理念・将来展望の価値の共有があってこそ，戦略的な進化的プロセ月の形成に

導びくのである。

今やョンピ品ータやシステムイじによって，ますます企業の高生産性志向性は

高まれいわば組織目的達成機能に傾斜した組織運営が行なわれて，組織メ y

パーの動機の満足は第二義的なものに転落してしまう恐れがある。それが日本

的経営の長期的な良さである組織の一体化や共有パラダイムの形成を阻害して，

共有価値・情報を破壊してしまう可能性がある。日本的経営は組織の一体性を

保つ組織文化の形成に意識的・意図的に努力してきたし，そしてシンボリッグ

な共有言語の形成をもたらしてきたのは附，個人の動機の満足をもたらす日本

的経営制度の確立に努力してきたからである。それゆえ技術システムだけの独

走は許きれないし，人間性を志向した社会一技術システムであってこそ， 日本

的経営の長所が生か Lうるのである。

V 組織と市場の相互浸透

日本企業は組織と市場との相互浸透によって成呆を高めてきた。銀行，商社，

大企業などの，組織同調整パターンを仲介する調整する主体の管理された調整

が，広範囲にわたって行なわれている。それは組織内部の組織構造的特色では

なくて， 日本的経営を支えるシステ人連関の媒介型調整過程に特色をもつので

ある。

日本企業の下請け連関では，組織聞に独立した単位としての媒介主体である

30) T. Eディール， A.Aケ不ディー〈瞳山三郎訳)fシンポりック マネージャ 』新潮社， 1983 .. 



62 (66) 第 133巻第3号

親会社が存在しており，この魂会社が媒介型の管理された調整の担い手として，

各組織の自由裁量をかなり犠牲にしても，共同目標中共同行為達成のために組

織問調整を行なう調整能力をもっている。この能力が最も強い調整パターンを

生み出し，あたかも単一的なコンテキストのように融合して単一の行動主体の

ように活動するのが，日本の支配 服従型の下請けの組織連関である。

このように日本的経営のシステム連関的特色として，ゆるやかな価値と情報

を共有している下請けなどの中間組織の組織連関がある。従来は企業集団の濃

淡ある，あるいは強弱あるクソレープ的組織連関に焦点があてられていた。われ

われは小革新を累積してきた中小零細企莱の部品メーカーの組織連関の再構築

による，国際競争力強化を推進してきた社会的分業型の組織連関に注目してい

る日。このゆるやかな結合の組織連闘をつうじて，大，中小企業がそれぞれの

自己の得意の領域で草新的機能を発揮して，技術進歩の担い手rなっている。

もっとも重層的な下請け分業Vステムによる技術開発は，中間技術を中心とし

た小規模開発の積み重ねであって，いわば改良型技術進歩である。ここでいう

中間技術止は，資材と末端需要をつな「技術，大型設備を必要としない生産技

術，労働集約型でも資本集約型でもない技術，いわゆる付加価値追求型の技術

などを言う。さらにその技術開発，パテ γ ト， ノウハウ，小さな創意工夫は，

小さな会社ならそれだけで，従業員を十分に食わしていけるものも多L、。

このような相互依存の関係や信頼関係による下請円分業ネットワークの組哉

連関は， コストの低下のみならず，製品の多様化を安定した品質のもとで行な

か，さらに生産工程改良のための技術伝播をもたらし，納期も安定化させてい

る。

われわれは日本的経営の中間組織の組織通関に注目し C，有機的組織連関の

もとでの止確な情報をもたらす情報伝播が，相互学習による組織的学習の撃演

をもたらして， とくに定型的技術の生産工程の改善を高めたことに焦点をあて

31) 今井賢一「ネットワーク組織とイノヘーション」組織学会報告" 1983年10月9目。実態調査に
ついては2 青山学院大港融雄氏のアトバイスを受けた。
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ている。このような組織連関や技術干のものの特質や構造は，実に日本の産業

構造や生産 y ，ステムによって強〈規定されていて， 日本的経営をジステム連関

的に把握してL、かねばならね理由の一つである。アメリカ的経営では自己完結

疫の高い技術を基礎に，独立性の高い中小企業がほとんどであって，組織連関

的な社会的分業システムではない。したがってそこでは市場の論理が強く貫徹

して，組織と市場の相互浸透した中間組織ではない。それゆえ組織連関内の相

互伝播による組織的学習によっての組織知識の蓄積に劣り，大企業の多角化戦

略も本業関連型の経営の多角化を迅速に推進・突施していくこと""をむずかL

くLている。

H本の社会分業型の下1請け組織連関は，組織と市場の相立浸透したゆるやか

な結合の強みを発揮して， システムの場を共有した意識のもと E組織問調聾を

行なうので，組織問調整主体としての大企業は，重要な経営資源をにぎってい

ることをテョにして，権:UAやリ←夕、ーがップをもっ組織間関係の調整土体にな

っ?いる。

このような組織と市場の相互浸透した組織連関のもとに，ラスト・ワードや

もつ中間組識の存在こそ，日本的経営の柔軟な環境適応を可能にしたのであっ

て，日本の産業構造の特質を抜きにして日本的経営を論じることは， きわめて

一面的になってしまう。日本企業の外部とのシステム連関の考察はますます重

要になるであろうし，属システム的な経営資源の開発を発展させることがヲ組

織文化と密度に関連した属人的な経営資源の開発への一方的依存から脱却せL

めるであろう。

ところで，媒介型組織連関の担い手として，商社・銀行などの広い意味の商

業であり，その仕事と仕事，組織と組織とを媒介して連結していく機能を組織

迫関論の立場から再評制すべきであろう o 中小零細企業も複雑なノレートの媒介

機能をはたしてきた<r:;-Cあって，規模臼経済性の伺点か bのみ見て，量産型技

32) 吉原英樹佐久間昭光ー併丹敬之加護野忠男~，1本企業の多角化戦時」日本経済新聞社，

19810 
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~Iij をもたない中小企業を軽視し疋はならないのである。大規模組織によって標

準化手法で大量生産酌処理はできなくても，中小企業は不確実な環境に柔軟に

適応Lて，複雑な社会的分業生産システムをにない， とくに規格外品や特注品

にたいしては大きな役割をはたしてきたのである叩。このように中小零細企業

を支配 服従型のタイ「な権限関係というワン・バターンでとらえては事実に

反する。

日本的経営はその内部的特色にとらわれることな<.多様な仕事を結ひつけ

る組織連闘を組織と市場との相互浸透という中間組織を媒介にして考察してこ

そ，その特色が理解できるのである。製品の内製化のみを志向した考え方は，

組織を硬直化させるとともに，柔軟な環境適応させうる基盤を失なってしまう。

また組織連関なき集団主義は，組織エゴイズムを招くだ昨である。

同本の企業グループはリ λ ク回避の制度的工夫であるとともに，ゆるやかに

結合して，企業聞の資金配分を行なう擬似組織内取引のような組織連関であ

る叫。さらに終身雇用という労働市場の内部組織化は，内部資木市場とほ違っ

て人にしか体化できない技術中知識やノウハウの蓄積と利用のプロセスをつう

じて人的経営資源を開発している。そして系列，下請け企業への人材派遣や出

向は，組織連関内にIFしい情報やノウハウをもたらして，経営資源の蓄積に貢

献しているのである。また大企業の既存の部門から切りはなして，新しい子会

社や系列企業へのシフトは，従来の組織特性のもとでは能力発揮を阻止させか

けていたのを，新しい組織連関のもとでのゆるやかな結合によって，スピン・

オフの良さを発揮している。このように組織と市場を適切に結びつけて，相互

浸透させるノウハウの蓄積ζ そ， 日本的経営の人的経営資源に依拠した経営戦

略である。

われわれはウィリアムソンの内部組織の経済学の組織と市場の代替的関係を

取引コスト上の視点から注目するだけでなく， 日本の産業組織の特性から生L

33) 今井前掲書 112頁。

34) 今井賢一伊丹敬之田小池和男『内部組織の経済学』東洋経済新報社， 1982， 135-159頁ム
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る組織と市場の相互浸透をもたらす組織連関を形成して，ゆるやかな結合を巧

みに適合さぜる日本的経営の経営力に焦点をあてている。

日本企業は企業成長の機会を生む革新をたえまなく持続的に行ない，生産方

式の革新，新機構・新組織の導入・開発にきわめて熱心であったのは，組織規

模の拡大やマーケット・ yコごアを重視する評価慣行にもよる。また経営資源の

蓄積のためのハ -fウェアの革新とともに， とくに属人的な経営資源などのソ

フトウェアの開発に努力して，組織メンハーの長期持続的な協働意欲の確保を

はかり，日本的な経営慣行を確立してきたりである。技術開発，組織開発とと

もに組織文化を重視して， "わば有機的組識としてのたえまない組織の環境適

応比人材投資など巴学習・経験・研修の開発システムあってのことである。

内部労働市場とも言うべき人事移動・配置転換は，組織の活性化のために不可

欠のものであるが， これをなしうる組織の一体化・組織文化は良き業績あ勺て

のととである。相互信頼は日本人の間人主義的なパーソナリティに全面的に依

存ずるものではなくて叩，経営力の一つの結果である。環境変化によって，大

量の解雇をせねばならぬ時に，経営の真価が問われているのである刷。そのた

めに企業は成長機会を求めて革新を模索しており， 日本企業の強みは組織と市

場の相互浸透のもとでの，本業関連型の経営の多角化にある。製品のライフ・

サイクルをこえて経営革新が行なわれているが，その新機軸実施の有力な手段

としての経営の多角化は，製品化して軌道にのせる経営資源の蓄積の度合にか

古ユオつってし、る。

VI お わ り に

日本的経蛍を組械論的枠組みで考察して，組織と市場との相互浸透とともに，

継続的で長期契約的な性質をも一つゆるやかな結合である下請け組織連関をとら

えている。そこでは使宜主義的行為をへらして，お互いに連関しあう組織を理

35) 沢口恵俊『間人主誌の社会日本』東洋経済新報社， 1982。
26) 牧野昇「変わる企業桂宮戦時①J~日本経済新聞JI 198E年12月5目。伊丹敬之『日本的経営論

を超え亡」東洋経清新報社， 19820 



66 (170) 第133巷第3号

論の出発点にしている。

これまでの日本的経営論は主として組織の人間的・社会的側面をとりあげて

いて，方法論的ナショナリズムや方法論的コ月モポリタニズムに無媒介により

かかるので，組織変数聞の比較を軽視していた。また経済的・技術的側面との

関連も不充分で，文化主義的な様相が濃厚であった。文化主義的な視点で日本

人の行動様式を明白に把握することに異を唱えるものではないが，しかしそれ

だけに終わることなく，内部組織の経済学平社会技術システムなどの分析用

具を使って，組織の論理と市場の論理との巧みな適合や組織連関的特色を照射

する必要がある。

日本的経営は企業内グル プ行動や企業聞のジステム連関のグループ行動に

特色をもっているu この価値を共有した相互信頼や相互助け合いは，セ ν トと

してのゲシュタノレトを形成している。また集聞に上るイ十事の分担は，経営ノウ

ハウと動機つずけγ ステムを関連させている。これが小集団間の競争をもた bL，

組織が弛緩してX非効率$1)(調整コスト〉を高めることをふせいでいる。しか

し組織が大規模化して，組織文化を 体化する価値の共有が困難になると，協

調的な枠組みがそこなわれる""。そこで経営福祉主義を強化していくが，集団

規範による個人への庄力は，動機づけシステムを弱体なものにしてしまれこ

のために組織と市場を巧みに相互浸透させて，中間組織を取り扱うノウハウを

蓄積してきた。

日本的経営をその組織内部の特性に限定することなく，経営資源の蓄積とい

う視点、から組織外部との関連を組織連閥的に考祭してこそ，国際的な比較分析

をロJ官Eにするのである。

37) Leibenstein， H.， Beyond Econo叩 tCMan， Harvard University Press， 1976， p. 8 

38) 酉田耕ニ『岡本社会と日本的経醤』文真旦 1982~


